
論点第２の３関連

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議（第４回）資料

【論点】

第２ 人権侵害の防止その他外国人にとっても我が国にとってもプラスとなる仕組み

とするための方策について

３ 外国人の日本語能力の向上に向けた取組（コスト負担の在り方を含む。）

※第１回会議資料３から抜粋（一部新規作成含む）

資料２－２



技能実習と特定技能の制度比較（概要）
技能実習（団体監理型） 特定技能（１号）

関係法令
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律／
出入国管理及び難民認定法

出入国管理及び難民認定法

制度目的 国際貢献のため、開発途上国等の外国人を受入れＯＪＴを通じて技能を移転するもの
深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもな
お人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦
力となる外国人を受け入れるもの

関係省庁の関与 制度所管省庁（法務省・厚生労働省） 制度所管省庁（法務省・外務省・厚生労働省・国家公安委員会）及び分野所管省庁

在留資格 在留資格「技能実習」 在留資格「特定技能」

在留期間
技能実習１号：１年以内、技能実習２号：２年以内、

技能実習３号：２年以内（合計で最長５年）
通算５年

外国人の技能水準 なし 相当程度の知識又は経験が必要

入国時の試験
なし

（介護職種のみ入国時N４レベルの日本語能力要件あり）
技能水準、日本語能力水準を試験等で確認

（技能実習２号を良好に修了した者は試験等免除）

送出機関 外国政府の推薦又はＭＯＣに基づき認定を受けた機関 MOCが作成されている外国政府によって送出機関認定制度の有無は異なる

監理団体

あり
（非営利の事業協同組合等が実習実施者への監査その他の監理事業を行う。主務大臣によ
る許可制）

なし

支援機関
なし

あり
（個人又は団体が受入れ機関からの委託を受けて特定技能外国人に住居の確保その他の支援を行う。
出入国在留管理庁長官による登録制）

外国人と受入れ機
関のマッチング

通常監理団体と送出機関を通して行われる 受入れ機関が直接海外で採用活動を行い又は国内外のあっせん機関等を通じて採用することが可能

受入れ機関の
人数枠

常勤職員の総数に応じた人数枠あり 人数枠なし（介護分野、建設分野を除く）

活動内容
技能実習計画に基づいて、講習を受け、及び技能等に係る業務に従事する活動（１号）
技能実習計画に基づいて技能等を要する業務に従事する活動（２号、３号）

（非専門的・技術的分野）

相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動
（専門的・技術的分野）

転籍・転職
原則不可。ただし、実習実施者の倒産等やむを得ない場合や、２号から３号への移行時は転
籍可能

同一の業務区分内又は試験によりその技能水準の共通性が確認されている業務区分間において転職
可能

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁
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１号 １号

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁技能実習生及び特定技能外国人に対する日本語教育

２号 ３号

座学による講習
・12か月の計画の場合、
２か月（360時間）以上

・「技能実習の遂行や日常生活
に不自由しない水準」の日本
語教育を行う必要があるが、
内容や時間数の定めなし

日本語能力試験Ｎ４以上
又は日本語基礎テストの合格

※ 技能実習２号良好修了者は免除あり
※ 業務上必要な日本語は技能試験等で測定

技能実習 特定技能

全職種共通の要件 全分野共通の要件

職種ごとの上乗せ要件

実
習
開
始
時
・
２
号
又
は
３
号
へ
の
移
行
時

在
留
中

特段の定めなし

【介護職種】
日本語能力試験Ｎ４以上
合格等

【任意】実習実施者等による実習生に対する日本語学習支援

・日本語教育の内容や時間数の定めなし
・優良な実習実施者及び監理団体に関する加点対象

新
規
入
国
時
・
在
留
資
格
変
更
時

受入れ機関等による外国人に対
する日本語学習の機会の提供在

留
中

就労開始まで

支援義務に基づき外国人の希望に
応じて行うもの

分野ごとの上乗せ要件

【介護分野】
介護日本語評価試験の合格

※ 介護職種の技能実習２号良好修了者等は
免除あり

２号

【介護職種】
日本語能力試験Ｎ
３以上合格等
※Ｎ３等の合格を目指す
「日本語学習プラン」に
よる学習でも可（附則）

特段の定めなし【介護職種】
日本語能力試
験Ｎ３以上合
格等
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日本語能力試験各レベルの目安
認定の目安 Can-Doの例 *

N1

幅広い場面で使われる日本語を理解することができる
【読む】幅広い話題について書かれた、新聞の論説、評論など、論理的にやや複雑な文章や抽象度の高い文章などを読ん
で、文章の構成や内容を理解することができる。さまざまな話題の内容に深みのある読み物を読んで、話の流れや詳細な
表現意図を理解することができる。
【聞く】幅広い場面において、自然なスピードの、まとまりのある会話やニュース、講義を聞いて、話の流れや内容、登
場人物の関係や内容の論理構成などを詳細に理解したり、要旨を把握したりすることができる。

・論説記事（例：新聞の社説な
ど）を読んで、主張・意見や論
理展開が理解できる。

・関心ある話題の議論や討論に参
加して、意見を論理的に述べる
ことができる。

N2

日常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅広い場面で使われる日本語を、ある程度理解す
ることができる
【読む】幅広い話題について書かれた新聞や雑誌の記事・解説、平易な評論など、論旨が明快な文章を読んで文章の内容
を理解することができる。一般的な話題に関する読み物を読んで、話の流れや表現意図を理解することができる。
【聞く】日常的な場面に加えて幅広い場面で、自然に近いスピードの、まとまりのある会話やニュースを聞いて、話の流
れや内容、登場人物の関係を理解したり、要旨を把握したりすることができる。

・身近で日常的な話題についての
新聞や雑誌の記事を読んで、内
容が理解できる。

・最近読んだ本や見た映画のだい
たいのストーリーを書くことが
できる。

N3

日常的な場面で使われる日本語を、ある程度理解することができる
【読む】日常的な話題について書かれた具体的な内容を表す文章を、読んで理解することができる。新聞の見出しなどか
ら情報の概要をつかむことができる。日常的な場面で目にする範囲の難易度がやや高い文章は、言い換え表現が与えられ
れば、要旨を理解することができる。
【聞く】日常的な場面で、やや自然に近いスピードのまとまりのある会話を聞いて、話の具体的な内容を、登場人物の関
係などとあわせてほぼ理解できる。

・短い物語を読んで、だいたいの
ストーリーが理解できる

・店で買いたいものについて質問
したり、希望や条件を説明した
りすることができる

N4
基本的な日本語を、理解することができる
【読む】基本的な語彙や漢字を使って書かれた日常生活の中でも身近な話題の文章を、読んで理解することができる。
【聞く】日常的な場面で、ややゆっくりと話される会話であれば、内容がほぼ理解できる。

・身近で日常的な話題（例：趣味、
食べ物、週末の予定）について
の会話がだいたい理解できる。

N5

基本的な日本語を、ある程度理解することができる
【読む】ひらがなやカタカナ、日常生活で用いられる基本的な漢字で書かれた定型的な語句や文、文章を読んで理解する
ことができる。
【聞く】教室や、身の回りなど、日常生活の中でもよく出会う場面で、ゆっくり話される短い会話であれば、必要な情報
を聞き取ることができる。

・日常的なあいさつと、その後の
短いやりとりができる（例：
「いい天気ですね」など）

※公益財団法人日本国際教育支援協会
資料等に基づき文化庁作成

＜日本語能力試験の活用例＞
・専修学校又は各種学校において「留学」の在留資格で教育を受けるに足りる日本語能力【Ｎ1又はN2程度】
・日本出入国管理上の優遇制度でのポイント付与 【Ｎ1及びN2】
・ＥＰＡに基づく看護師・介護福祉士の来日候補者選定：ベトナム【Ｎ3以上】、フィリピン【N4程度又はＮ5】、インドネシア【N4程度】
・在留資格の日本語能力：日本語学校、一部大学別科「留学」【Ｎ5レベル】、「特定技能」【Ｎ4以上】
・厚生労働省所管の国家試験（医師、歯科医師、薬剤師、保健師等）の受験資格認定【Ｎ1】
・中学校卒業程度認定試験における国語の試験免除【N1又はN2】
・日本の民間企業では、現地等での採用、昇格等条件として自主的に日本語能力試験合格を条件としている場合がある。

*「日本語能力試験合
格者と専門家の評価に
よるレベル別Can-do
リスト－わたしが日
本語でできること－」
（国際交流基金・公益
財団法人日本国際教育
支援協会）より一部抜
粋
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日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議
（第6回）（令和4年11月17日）
参考資料1 日本語教育関係参考データ集（抜粋）



（参考）日本語能力試験（概要）

実施主体 公益財団法人日本国際教育支援協会（国内）、独立行政法人国際交流基金（海外）

対 象 日本語を母語としない者

目 的 日本国内及び海外において、日本語を母語としない者を対象として、日本語能力を
測定し、認定する。

試験実施 年２回（7月, 12月）、全国47都道府県

試験内容

レベル 試験科目<試験時間>

N1 言語知識（文字・語彙・文法）・読解 <110分> 聴解 <60分>

N2 言語知識（文字・語彙・文法）・読解 <105分> 聴解 <50分>

N3 言語知識（文字・語彙）<30分> 言語知識（文法）・読解 <70分> 聴解 <40分>

N4 言語知識（文字・語彙）<25分> 言語知識（文法）・読解 <55分> 聴解 <35分>

N5 言語知識（文字・語彙）<20分> 言語知識（文法）・読解 <40分> 聴解 <30分>

※公益財団法人日本国際教育支援協会資料に基づき文化庁作成

受験料 6,500円(税込)

受験実績
（令和３年度第１回／国内）

※昭和59年より実施

レベル N1 N2 N3 N4 N5 合計
応募者数 52,017 66,567 61,220 32,975 3,432 216,211
受験者数 44,851 59,476 56,230 30,060 3,009 193,626
認定者数 13,401 20,584 24,655 14,522 1,990 75,152
認定率 29.9% 34.6% 43.8% 48.3% 66.1% 38.8%

難

易

日本語教育の質の維持向上の仕組みに関する有識者会議
（第6回）（令和4年11月17日）
参考資料1 日本語教育関係参考データ集（抜粋）
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科目 講習内容 講習
時間

①日本語 技能実習の遂行や日常生活に不自由しない水準の日本語教育 任意

②本邦での生活一般に関する知識 交通ルール、公共機関の利用方法、国際電話のかけ方、買い物の仕方、ゴミの出し
方、銀行・郵便局の利用方法等、感染症対策・防災情報の周知など 任意

③出入国又は労働に関する法令の規定に
違反していることを知ったときの対処方
法その他技能実習生の法的保護に必要な
情報

技能実習法令・入管法令・労働関係法令、監理団体等の法令違反を知ったときの対
応方法（機構の母国語相談や労働基準監督署への相談等）、賃金未払時の立替払・
休業補償・厚生年金の脱退一時金・健康保険の出産手当金・出産育児一時金等の制
度、やむを得ず転籍する場合の対応方法等
※団体監理型においては、監理団体及び実習実施者以外で十分な知識を有する外部
講師が実施

８時間
以上

④本邦での円滑な技能等の修得等に資す
る知識

機械の構造・操作に関する知識、技能実習への心構え、企業内ルール、施設見学
（※）など
※見学の一環で業務を行わせることは不可

任意

○実習実施者（企業単独型のみ）又は監理団体は、技能実習生の入国後、技能等の修得を行わせる前に講習を行わなければならない。（法第２条
第２項第１号又は同条第４項第１号）

※ 講習期間中は技能実習生を業務に従事させてはならない。（規則第１０条第２項第７号ニ）

※ 監理団体又は実習実施者が手当の支給等により、技能実習生が入国後講習に専念するための措置を講じなければならない。（規則第１４条第２
号）

実施科目について（規則第１０条第２項第７号ロ）※①から④の全科目必須

（原則）
○ 総時間数が、技能実習生が本邦において行う第一号技能実習の予定時間全体の六分の一以上

※ 効果的な入国後講習を実施する観点から、１日８時間以内であって、かつ週５日以内とすることが原則。

実施時間数について（規則第１０条第２項第７号ハ）

（入国前講習を実施した場合）
○ 技能実習生が、過去六月以内に、本邦外において、上記入国後講習において実施する科目のうち、上記①、②及び④に掲げる科目につき、一月以

上の期間かつ百六十時間以上の入国前講習を受けた場合は、入国後講習の総時間数を、技能実習生が本邦において行う第一号技能実習の予定
時間全体の十二分の一以上とすることが可能。

技能実習制度における入国後講習 Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁
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（満点 １５０点）

① 技能等の修得等に係る実績（７０点）
・過去３技能実習事業年度の基礎級、３級、２級程度の
技能検定等の合格率 等

② 技能実習を行わせる体制（１０点）
・直近過去３年以内の技能実習指導員、生活指導員の講習受講歴

③ 技能実習生の待遇（１０点）
・第１号技能実習生の賃金と最低賃金の比較
・技能実習の各段階の賃金の昇給率
・技能実習生の住環境の向上に向けた取組

④ 法令違反・問題の発生状況(５点(違反等あれば大幅減点))
・直近過去３年以内の改善命令の実績、失踪の割合
・直近過去３年以内に実習実施者に責めのある失踪の有無

⑤ 相談・支援体制（４５点）
・母国語で相談できる相談員の確保
・他の機関で実習継続が困難となった技能実習生の受入実績
・実習先変更支援サイトへの受入れ可能人数の登録 等

⑥ 地域社会との共生（１０点）
・技能実習生に対する日本語学習の支援
・地域社会との交流を行う機会・日本文化を学ぶ機会の提供

優良な実習実施者の要件

○ 実習実施者について、技能等の修得等をさせる能力につき高い水準を満たすものとして主務省令で定める基準に適合していること（法
第９条第10号）

○ 監理団体については、技能実習の実施状況の監査その他の業務を遂行する能力につき高い水準を満たすものとして主務省令で定める
基準に適合していること（法第25条第１項第７号）

いずれも得点が満点の６割以上であれば、優良な実習実施者・監理団体の基準に適合することとなる。

（満点 １５０点）

① 実習の実施状況の監査その他の業務を行う体制(５０点)
・監理事業に関与する常勤の役職員と実習監理を行う実習実施者の比率
監理責任者以外の監査に関与する職員の講習受講歴 等

② 技能等の修得等に係る実績（４０点）
・過去３技能実習事業年度の基礎級、３級、２級程度の
技能検定等の合格率 等

③ 法令違反・問題の発生状況(５点(違反等あれば大幅減点))
・直近過去３年以内の改善命令の実績、失踪の割合

④ 相談・支援体制（４５点）
・他の機関で実習が困難となった技能実習生の受入に協力する旨の登録を
行っていること

・他の機関で実習継続が困難となった技能実習生の受入実績
・技能実習生の住環境の向上に向けた取組 等

⑤ 地域社会との共生（１０点）
・実習実施者に対する日本語学習への支援
・実習実施者が行う地域社会との交流を行う機会・日本文化を学ぶ機会の提
供への支援

優良な監理団体の要件
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優良な実習実施者及び監理団体（一般監理事業）の要件 Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁



外国人技能実習機構による相談対応・情報発信の概要 Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

538

2,665

3,967 3,877

813
82

3,002

557
921

1,956

93 166 259

4,805

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
ベトナム語 中国語 フィリピン語 インドネシア語

ミャンマー語 カンボジア語 タイ語 英語

（出典）外国人技能実習機構「令和３年度業務統計」

言語別・相談内容別 母国語相談件数
（件）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

技能実習生の在留者数（人） 274,233 328,360 410,972 378,200 276,123

相談件数（件） 854 2,695 7,452 13,353 23,701

2021.3

•技能実習生等を対象に制度概要や相談先などを紹介する動画を10

か国語で作成（YouTube）

•上記動画について、入管庁HPやSNS等で発信するとともに、送出

国政府に対して周知依頼

2021.4

•外国人技能実習機構に「技能実習ＳＯＳ・緊急相談専用窓口」を

開設し、暴行・脅迫等の緊急案件を迅速に把握の上、技能実習生

の一時保護及び実習実施者等への指導を一体的に実施する体制を

構築

2021.6

•失踪防止のためのリーフレットを作成し、地域協議会や事業協議

会等を通じて、業所管省庁や関係機関に協力を要請

相談対応・情報発信に係る最近の取組

外国人技能実習機構による情報発信

【アプリによる情報発信】
・日本語教育アプリ『げんばのにほんご』
・「技能実習生手帳」アプリ
※ 入管職員から、技能実習生の入国時に「技能実習生手帳」を
一人一人に手交

【外国人技能実習機構HPにおける多言語での情報発信】
・技能実習に関する情報のみならず、地域の防災情報等を発信

○ 外国人技能実習機構における相談件数は、平成29年度から一貫して大幅に増加している。
○ 技能実習生等を対象に、制度概要や相談先などを紹介する動画を１０か国語で作成し、SNS等で発信するなど、より分かりやすい
情報発信に取り組んでいる。

外国人技能実習機構による母国語相談件数の推移

（出典）外国人技能実習機構「平成29年度業務統計」、「平成30年度業務統計」、「令和元年度業務統計」、「令和２年度業務統計」、「令和３年度業務統計」
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技能試験及び日本語試験の実施状況

(注1） 受験者数及び合格者数には、令和４年12月末までに実施し、結果が公表された技能試験及び日本語試験を計上している。 (注2) 介護分野の介護日本語評価試験は、受験者数及び合格者数に計上していない。

技能試験及び日本語試験の実施状況について（令和４年１２月末現在）（速報値） （注１）

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

合格率

令和４年12月末 上段：国内
下段：海外 令和４年12月末 上段：国内

下段：海外 令和４年12月末 令和４年６月末 上段：国内
下段：海外 令和３年12月末 上段：国内

下段：海外

37,641 25,148 66.8% 21,781 16,409

24,948 17,827 71.5% 13,769 10,692

2,478 1,948 78.6% 1,444 1,045

894 697 78.0% 458 458

3,870 591 15.3% 280 140

721 122 16.9% 122 70

1,862 997 53.5% 706 419

29 24 82.8% 24 24

93 90 96.8% 53 36

14 7 50.0% 7 7

2,231 1,401 62.8% 1,111 604

140 109 77.9% 61 47

1,099 624 56.8% 435 312

499 389 78.0% 102 102

7,914 3,987 50.4% 3,552 3,040

424 174 41.0% 85 85

16,691 14,824 88.8% 10,633 5,434

16,736 14,975 89.5% 11,353 7,691

294 102 34.7% 55 42

462 281 60.8% 189 75

43,336 31,915 73.6% 25,395 8,906

6,111 4,331 70.9% 3,486 2,695

36,229 20,854 57.6% 17,841 11,672

6,779 4,531 66.8% 2,748 1,938

153,738 102,481 66.7% 83,286 48,059

57,757 43,467 75.3% 32,404 23,884

令和４年12月末 上段：国内
下段：海外 令和４年12月末 上段：国内

下段：海外 令和４年６月末 上段：国内
下段：海外 令和３年12月末 上段：国内

下段：海外

16,577 7,859 47.4% 6,133 4,159

64,278 25,630 39.9% 20,199 15,105

1,503

技能試験 実施国
受験者数（人）

介護（注２）

国内・海外10か国

62,589 42,975 35,550 27,101

ビルクリーニング

国内・海外３か国

3,372 2,645 1,902

合格者数（人）

443

製造３分野

国内・海外４か国

4,591 713 402 210

建設

国内・海外２か国

1,891 1,021 730

651

造船・舶用工業

国内・海外１か国

107 97 60 43

自動車整備

国内・海外１か国

2,371 1,510 1,172

3,125

航空

国内・海外２か国

1,598 1,013 537 414

宿泊

国内・海外３か国

8,338 4,161 3,637

117

農業

国内・海外１０か国

33,427 29,799 21,986 13,125

漁業

国内・海外１か国

756 383 244

13,610

飲食料品製造業

国内・海外２か国

49,447 36,246 28,881 11,601

外食業

国内・海外７か国

43,008 25,385 20,589

115,690 71,943

日本語試験 実施国
受験者数（人） 合格者数（人）

各末日までの合格者数（人）

日本語基礎テスト
（JFT Basic）

国内・海外10か国

80,855 33,489 26,332 19,264

合計 211,495 145,948

フィリピン・カンボジア・ネパール・

ミャンマー・モンゴル・スリランカ・

インドネシア・ウズベキスタン・タイ・インド

フィリピン・カンボジア・ネパール・

ミャンマー・モンゴル・スリランカ・

インドネシア・ウズベキスタン・タイ・インド

フィリピン・インドネシア

フィリピン・ミャンマー・インドネシア

フィリピン・ネパール・

インドネシア・タイ

フィリピン・ベトナム

フィリピン

フィリピン

フィリピン・モンゴル

ネパール・ミャンマー・

インドネシア

インドネシア

フィリピン・カンボジア・ネパール・

ミャンマー・モンゴル・スリランカ・

インドネシア・ウズベキスタン・タイ・インド

フィリピン・カンボジア・ネパール・

ミャンマー・スリランカ・インドネシア・タイ
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①事前ガイダンス
・雇用契約締結後、在留資格認定証明書交付申
請前又は在留資格変更許可申請前に、労働条
件・活動内容・入国手続・保証金徴収の有無等
について、対面・テレビ電話等で説明

②出入国する際の送迎
・入国時に空港等と事業所又は住居への送迎
・帰国時に空港の保安検査場までの送迎・同行

③住居確保・生活に必要な契約支援
・連帯保証人になる・社宅を提供する等

・銀行口座等の開設・携帯電話やライフライン
の契約等を案内・各手続の補助

④生活オリエンテーション
・円滑に社会生活を営めるよう日本
のルールやマナー、公共機関の利用
方法や連絡先、災害時の対応等の説
明

⑥日本語学習の機会の提供
・日本語教室等の入学案内、日本語
学習教材の情報提供等

⑦相談・苦情への対応
・職場や生活上の相談・苦
情等について、外国人が十
分に理解することができる言
語での対応、内容に応じた
必要な助言、指導等

⑧日本人との交流促進
・自治会等の地域住民との交流の場や、地域
のお祭りなどの行事の案内や、参加の補助等

⑨転職支援（人員整理等の場合）
・受入れ側の都合により雇用契約を解除する
場合の転職先を探す手伝いや、推薦状の作成
等に加え、求職活動を行うための有給休暇の
付与や必要な行政手続の情報の提供

⑩定期的な面談・行政機関への通報
・支援責任者等が外国人及びその上司等と定
期的（３か月に１回以上）に面談し、労働基準
法違反等があれば通報

⑤公的手続等への同行
・必要に応じ住居地・社会保
障・税などの手続の同行、書類
作成の補助

支援計画の概要 Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁
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Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（概要）

１ 調査概要

特定技能制度及び技能実習制度について、制度利用者に対し、利用目的、制度に対する意識や満足度を調査し、
両制度の利用実態の把握を行ったもの。

４ 調査対象

２ 調査方法

制度利用者（調査対象者）を無作為に抽出し、アンケート票を郵送し、回答後、返送する方法で実施した。（なお、
技能実習生及び特定技能外国人については、所属機関経由で本人に配付し、返送は本人自身で行うものとした。）
また、調査は、無記名としたほか、外国人向け調査票は多言語翻訳を行った。

３ 調査実施期間

令和４年５月９日から同年６月３日まで

５ 有効回答数

技能実習生 4,000 名

実習実施者 1,000 機関

監理団体 500 機関

特定技能外国人 1,000 名

特定技能所属機関 400 機関

登録支援機関 200 機関

対象者 抽出数

技能実習制度

特定技能制度

配付数 有効回答数 （回答率）

7,100 3,906 （55.0％）
技能実習生 4,000 1,915 （47.9％）
実習実施者 1,000 604 （60.4％）
監理団体 500 378 （75.6％）
特定技能外国人 1,000 621 （62.1％）
特定技能所属機関 400 262 （65.5％）
登録支援機関 200 126 （63.0％）

（内訳）

対象者等

技能実習制度

特定技能制度

全体

10



11

Ｑ３ 監理団体の満足度について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。

（技能実習生向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）関係者に対する意識について

80.5%

87.9%

85.7%

86.0%

78.2%

5.2%

3.4%

3.0%

3.8%

4.8%

14.4%

8.6%

11.4%

10.2%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

来日前のサポートや情報提供 (n=1,893)

来日後のサポートや情報提供（入国後講習を含む。） (n=1,896)

実習先での仕事や人間関係に関する相談対応 (n=1,890)

生活環境（宿泊施設など）や生活上の困りごとに関する相談対応 (n=1,889)

日本語の教育・研修体制 (n=1,877)

満足 不満 どちらでもない

（３）技能実習制度に対する意識について

Ｑ８－１ あなたが技能実習生として日本に在留している中で困ったことはありますか。当てはまるものを
全て選んでください。

23.3%

47.0%

8.4%

13.4%

9.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

日本語能力が十分でないため、実習先の指導や助言が理解できなかった

日本語能力が十分でないため、自分の考えや意見を伝えられなかった

指導や助言を理解できない際に自分が理解できる言語で伝えてくれない

仕事に必要な知識（日本語以外）が不足していると感じた

技能検定が難しい

〈実習する上で必要な能力〉 n=1,101
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Ｑ８－２ あなたが技能実習生として日本に在留している中で困ったことはありますか。当てはまるものを
全て選んでください。

（技能実習生向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）技能実習制度に対する意識について

13.8%

6.8%

3.7%

11.4%

7.3%

16.0%

8.7%

13.6%

6.4%

29.4%

3.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

日本語を学びたいが学べる教室がない

電気、ガス、電話やインターネットなど、

生活に必要な手続の方法がわからない

日本で生活する上でのルール

（ゴミ出し、交通ルールなど）がわからない

日本の公的機関（出入国在留管理局・市役所・

警察署など）の相談窓口がわからなかった

自然災害（大雨、台風、地震など）の

ときにどうすればいいかわからない

自分の国の言葉で書かれた情報が少ない

生活をするのに不便（ショッピングセンターが

周りにない・交通手段が少ないなど）

家賃が高い

住環境が快適ではない

母国の家族と離れて寂しい（ホームシック）

実習先以外で外国人であるということだけで

精神的な嫌がらせ（ハラスメント）や差別を受けた

〈私生活〉
n=1,101

28.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

特に困ったことはない
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Ｑ３ 受け入れている技能実習生の満足度について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。
なお、複数名の受入れをしている場合は当該複数名の全体的な満足度について回答してください。

（実習実施者向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）関係者に対する意識について

81.5%

81.1%

73.6%

40.0%

84.0%

72.7%

76.3%

30.4%

20.3%

73.3%

59.2%

4.8%

5.2%

5.7%

31.7%

3.5%

9.9%

4.9%

21.6%

44.1%

8.0%

7.4%

13.6%

13.7%

20.7%

28.3%

12.5%

17.4%

18.8%

48.0%

35.6%

18.7%

33.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能実習意欲 (n=601)

仕事内容に対する理解 (n=599)

賃金等の労働条件に対する理解 (n=598)

日本語でのコミュニケーション能力 (n=593)

勤務態度 (n=593)

会社のルールを遵守する意識 (n=597)

技能修得の度合い (n=591)

来日時の技能レベル (n=592)

来日時の日本語能力レベル (n=596)

生活環境への適応力 (n=599)

日本社会との交流意識 (n=595)

満足 不満 どちらでもない・わからない
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Ｑ５ 外国人技能実習機構の満足度について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。

（実習実施者向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）関係者に対する意識について

43.8%

28.5%

27.5%

22.7%

20.4%

28.0%

22.9%

4.0%

4.4%

3.7%

4.0%

3.4%

2.0%

3.0%

33.2%

34.2%

34.0%

30.3%

33.3%

36.1%

31.7%

19.0%

33.0%

34.8%

43.0%

42.9%

33.9%

42.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実地検査による指導・助言 (n=596)

技能実習生向け母国語相談 (n=597)

技能実習ＳＯＳ・緊急相談専用窓口 (n=597)

地方事務所・支所での通訳支援 (n=598)

実習先変更支援ポータルサイト (n=597)

技能実習生手帳（冊子版、アプリ版） (n=599)

日本語教育教材/日本語教育アプリ「げんばのにほんご」の提供 (n=599)

満足 不満 どちらでもない 知らないのでわからない
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Ｑ１０ 技能実習生を受け入れる中でどのような点で苦労を感じていますか。当てはまるものを全て選んで
ください。

（実習実施者向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）技能実習制度に対する意識について

60.9%

9.0%

6.4%

6.6%

41.5%

29.8%

15.1%

32.3%

3.0%

14.0%

29.4%

21.5%

4.6%

11.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

技能実習生の日本語能力の問題で意思疎通を図ることが難しい

職場の職員の外国人に対する理解意識が全体的に低い

監理団体の母国語相談・支援窓口が利用しづらい・対応が遅い

実習意欲が低く技能等修得の速度が遅い

日本語を学ばせたいが自社で行うには負担が大きい

日本語を学ばせたいが気軽に参加できる教室がない

社内のルールの理解に関するトラブル

日常生活におけるルールの理解に関するトラブル

技能実習生の宗教上の慣習や制約への理解

地域社会の理解を得ること

外国人技能実習機構での技能実習の手続が複雑

出入国在留管理局での在留資格の手続が複雑

その他

特にない

n=591（複数回答）
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Ｑ３ 受け入れている技能実習生の満足度について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。
なお、複数名の受入れをしている場合は当該複数名の全体的な満足度について回答してください。

（監理団体向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）関係者に対する意識について

75.7%

73.7%

66.5%

26.7%

52.4%

78.0%

32.5%

21.4%

69.5%

75.7%

47.1%

8.3%

7.4%

10.5%

36.4%

18.8%

3.5%

18.7%

46.5%

4.3%

6.1%

14.4%

16.0%

18.9%

23.1%

36.9%

28.8%

18.5%

48.8%

32.1%

26.2%

18.2%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能実習意欲 (n=375)

仕事内容に対する理解 (n=376)

賃金等の労働条件に対する理解 (n=373)

日本語でのコミュニケーション能力 (n=371)

会社のルールを遵守する意識 (n=372)

技能修得の度合い (n=372)

来日時の技能レベル (n=375)

来日時の日本語能力レベル (n=374)

職場環境への適応力 (n=374)

生活環境への適応力 (n=374)

日本社会との交流意識 (n=374)

満足 不満 どちらでもない・わからない



17

Ｑ６ 外国人技能実習機構の満足度について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。

（監理団体向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）関係者に対する意識について

60.4%

41.9%

40.4%

24.1%

46.0%

53.0%

62.8%

50.3%

14.2%

6.7%

4.5%

5.4%

15.6%

18.5%

2.1%

2.4%

24.1%

39.5%

41.4%

41.8%

34.1%

26.3%

32.1%

36.4%

1.3%

12.0%

13.6%

28.7%

4.3%

2.2%

2.9%

11.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実地検査による指導・助言 (n=374)

技能実習生向け母国語相談 (n=375)

技能実習ＳＯＳ・緊急相談専用窓口 (n=374)

地方事務所・支所での通訳支援 (n=373)

実習先変更支援ポータルサイト (n=372)

技能検定等の受験手続支援 (n=372)

技能実習生手帳（冊子版、アプリ版） (n=374)

日本語教育教材／日本語教育アプリ「げんばのにほんご」の提供 (n=374)

満足 不満 どちらでもない 知らないのでわからない



20.6%

24.9%

12.3%

39.6%

36.1%

24.1%

41.2%

40.6%

38.2%

6.4%

22.5%

33.7%

50.5%

18.2%

41.4%

6.7%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

実習実施者の職員の技能実習生に対する理解意識が全体的に低い

研修や教育等に係る負担が大きい

実習意欲が低く技能等習得の速度が遅い

日本語を学ばせたいが団体で行うには負担が大きい

日本語を学ばせたいが、気軽に参加できる教室がない

実習先のルールの理解に関するトラブル

日常生活におけるルールの理解に関するトラブル

実習先での言語の違いや日本語能力の問題に起因するトラブル

技能実習生に対して日本の生活マナーや文化を理解させること

実習実施者に対して宗教上の慣習や制約を理解させること

地域社会の理解を得ること

実習先が求めるレベルの技能実習生の採用

外国人技能実習機構での技能実習に係る手続が複雑

出入国在留管理局での在留資格に係る手続が複雑

技能検定の受検

その他

特にない

n=374（複数回答）
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Ｑ１０ 技能実習生を受け入れる中でどのような点で苦労を感じていますか。当てはまるものを全て選んで
ください。

（監理団体向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）技能実習制度に対する意識について



特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄）
（特定技能外国人向けアンケート）

（２）関係者に対する意識について

Ｑ８ 特定技能外国人として働くに当たり、あなたが受入れ機関や登録支援機関から受けた支援の満足度
について、項目ごとに当てはまるものをそれぞれ選んでください。

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

87.0%

82.5%

88.1%

85.3%

91.6%

76.8%

82.5%

78.9%

66.8%

83.5%

1.5%

2.0%

4.3%

2.5%

2.1%

5.1%

5.9%

3.8%

4.5%

6.8%

11.5%

15.5%

7.6%

12.3%

6.3%

18.1%

11.6%

17.3%

28.6%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事前ガイダンス (n=601)

出入国する際の送迎 (n=555)

住居の確保、生活に必要な契約の支援 (n=604)

生活オリエンテーション (n=604)

公的手続等への同行 (n=606)

日本語学習の機会の提供 (n=603)

相談・苦情の対応 (n=606)

日本人との交流の促進 (n=601)

転職支援 (n=597)

定期的な面談 (n=606)

満足 不満 どちらでもない・受けていない
19



20

Ｑ１２－１ あなたが特定技能の在留資格で日本に在留している中で困ったことはありますか。当てはまる
ものを全て選んでください。

（特定技能外国人向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄）

5.6%
7.3%

2.7%
3.4%

2.0%
5.9%

14.1%
3.7%

0.0%
0.5%

2.2%
0.5%

2.2%
2.0%

2.2%
0.2%

0.5%
0.5%

1.7%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0%

会社に入る前に聞いていた労働条件（業務内容、賃金など）と異なっていた

会社のルールになじめなかった・なじむのに時間がかかった

指導や助言が丁寧ではない（わかりにくい）・全くない

指導や助言を理解できない際に自分が理解できる言語で伝えてくれない

自分の能力と会社が求める能力に差があり、仕事が難しいと感じた

日本語能力が十分でないため、指導や助言が理解できなかった

日本語能力が十分でないため、自分の考えや意見を伝えられなかった

給与や手当が正しく支払われなかった

保証金や違約金をとられたり、これらに関する契約を結ばされた

残業を長時間させられたり、休日・休憩を取らせてくれなかった

休日中の外出など、プライベートの生活が制限された

納得できる説明もないまま不当な扱いを受けた・解雇させられた

会社の人間関係がうまくいかない

体調が悪くても相談できなかった・相談しづらかった

会社に気軽に相談できる人がいなかった

会社で宗教・信仰に対する理解が得られない

会社で殴る、蹴るなどの暴行や、「帰国させるぞ」などと脅された

会社からパスポートや在留カード、キャッシュカードなどを取り上げられた

会社で外国人であるということだけで精神的な嫌がらせ（ハラスメント）や差別を受けた

n=410（複数回答）
〈仕事の待遇・環境〉

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）特定技能制度に対する意識について



特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄）
（特定技能外国人向けアンケート）

（３）特定技能制度に対する意識について

Ｑ１２－２ あなたが特定技能の在留資格で日本に在留している中で困った経験はありますか。当てはまるもの
を全て選んでください。

Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

9.8%

3.2%

0.2%

2.9%

3.2%

10.2%

4.9%

9.8%

2.9%

20.7%

1.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

日本語を学びたいが学べる教室がない

電気、ガス、電話やインターネットなど、

生活に必要な手続の方法がわからない

日本で生活する上でのルール

（ゴミ出し、交通ルールなど）がわからない

日本の公的機関（出入国在留管理局、市役所、

警察署など）の相談窓口がわからなかった

自然災害（大雨、台風、地震など）の

ときにどうすればいいかわからない

自分の国の言葉で書かれた情報が少ない

生活をするのに不便（ショッピングセンターが

周りにない・交通手段が少ないなど）

家賃が高い

住環境が快適ではない

母国の家族と離れて寂しい（ホームシック）

会社以外で外国人であるということだけで

精神的な嫌がらせ（ハラスメント）や差別を受けた

n=410（複数回答）〈私生活〉

60.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

特に困ったことはない
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22

Ｑ８ 特定技能外国人を受け入れる中でどのような点で苦労を感じていますか。当てはまるものを全て選んで
ください。

（特定技能所属機関向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）特定技能制度に対する意識について

31.7%

6.2%

5.4%

11.2%

7.3%

20.8%

26.3%

30.9%

4.2%

7.7%

1.9%

38.6%

40.5%

16.2%

6.9%

6.6%

11.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

特定技能外国人の日本語能力の問題で意思疎通を図ることが難しい

職場の職員の外国人に対する理解意識が全体的に低い

登録支援機関の外国人支援窓口が利用しづらい・対応が遅い

特定技能外国人の業務上の能力が十分でないので、研修や教育等に係る負担が大き

い

日本人と比べると就労意欲が高くない

会社のルールの理解に関するトラブルへの対応

日常生活におけるルールに関するトラブルへの対応

住居の確保

特定技能外国人の宗教上の慣習や制約への理解

地域社会の理解を得ること

特定技能外国人から相談を受けた案件について、

どの機関に取り次ぎすれば良いか分からない場合がある

日本人と異なり支援を行わなければならないこと

地方出入国在留管理局に対する３か月に１回の定期的な届出の負担が大きい

分野別の協議会への加入手続

自社の業務がどの特定技能分野に該当するのかわかりにくい

その他

特にない

n=259（複数回答）



57.3%

52.6%

40.6%

38.0%

61.1%

30.8%

42.3%

12.4%

28.6%

21.8%

10.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

事前ガイダンス

出入国の送迎

住居の確保、生活に必要な契約の支援

生活オリエンテーション

公的手続等の同行

日本語学習の機会の提供

相談・苦情の対応

日本人との交流促進

転職支援（外国人の責めに帰すべき事由がない場合に限る。）

定期的な面談

特にない

n=234（複数回答）

23

Ｑ９ 各支援項目について外部委託せず自社限りで行う場合、大変だと思う（負担が大きいと感じる）ものは
どれですか。当てはまるものを全て選んでください。

（特定技能所属機関向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（３）特定技能制度に対する意識について



24

Ｑ５ 支援業務を行うに当たってどのような点で苦労を感じていますか。当てはまるものを全て選んでください。

（登録支援機関向けアンケート）

特定技能制度及び技能実習制度に関する意識調査（抄） Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁

（２）特定技能制度に対する意識について

20.8%

20.8%

22.5%

20.8%

17.5%

20.0%

14.2%

5.8%

5.0%

5.0%

6.7%

27.5%

18.3%

12.5%

20.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

受入れ機関の職員の外国人に対する理解意識が全体的に低い

会社のルールの理解に関するトラブルへの対応

日常生活におけるルールに関するトラブルへの対応

日本の生活のマナーや文化を理解させること

住居の確保

日本語学習の機会の提供

転職支援

定期的な面談

地域社会の理解を得ること

特定技能外国人の宗教上の慣習や制約への理解

特定技能外国人から相談を受けた案件について、

どの機関に取り次ぎすれば良いか分からない場合がある

地方出入国在留管理局に対する３か月に１回の定期的な届出の負担が大きい

支援を充実させるための経費が足りない

その他

特にない

n=120（複数回答）


